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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第87期

第３四半期累計期間
第88期

第３四半期累計期間
第87期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 12,812,159 12,932,503 16,980,163

経常利益 (千円) 272,616 266,465 187,525

四半期(当期)純利益 (千円) 195,737 180,566 122,259

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,051,974 1,051,974 1,051,974

発行済株式総数 (株) 2,103,948 2,103,948 2,103,948

純資産額 (千円) 4,820,208 4,920,663 4,798,101

総資産額 (千円) 14,825,675 14,735,314 14,483,874

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 93.49 86.26 58.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.5 33.4 33.1
 

 

回次
第87期

第３四半期会計期間
第88期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 43.01 38.94
 

(注) １．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

３．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期会計期間の期首から

適用しており、前第３四半期累計期間及び前第３四半期会計期間並びに前事業年度に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社の事業の内容について、重要な変更はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を第１四半期会計期間の期首から

適用しており、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前年同四半期累計期間及び前事業年度との比較・分析を

行っております。

 
　(1) 財政状態の状況

当第３四半期会計期間末における資産合計は14,735百万円で前事業年度末に対し251百万円増加しました。流動資

産は5,173百万円で主に現金及び預金が90百万円減少し、売掛金が449百万円、原材料及び貯蔵品が103百万円増加し

た結果、前事業年度末に対し434百万円増加しました。固定資産は9,561百万円で主に有形固定資産が121百万円、投

資有価証券が25百万円、繰延税金資産が28百万円それぞれ減少した結果、前事業年度末に対し182百万円の減少とな

りました。負債合計は9,814百万円で主に支払手形及び買掛金が135百万円増加した結果、前事業年度末に対し128百

万円増加しました。純資産合計は4,920百万円で主に利益剰余金が149百万円増加し、その他有価証券評価差額金が

26百万円減少した結果、前事業年度末に対し122百万円増加しました。

この結果、当第３四半期会計期間末における自己資本比率は33.4％、１株当たりの純資産は2,350円75銭となりま

した。

　

　(2) 経営成績の状況

当第３四半期累計期間(2021年４月１日～2021年12月31日)における北海道の経済環境は、新型コロナウイルスの

新規感染者数が減少傾向となり、経済活動の制限が緩和され一部に持直しの動きが見られたものの、個人消費は依

然として弱い動きとなりました。当業界におきましては、コロナ収束の時期が未だ見通せず、先行きへの不安感か

らお客様の節約志向が根強い一方、需要が多様化し販売競争が激化する市場環境のもと、原材料費やエネルギーコ

ストの上昇による影響もあり、厳しい経営環境となりました。

このような情勢下におきまして、当社は、「おいしく、北海道らしく。」の方針と、日々お客様へ安全・安心な

製品を安定して供給する使命に基づき、科学的根拠に基づく感染防止対策に全社を挙げて取り組みつつ、日常業務

の着実な遂行に努めてまいりました。また、生産、販売、管理の各部門における業務の見直しや諸経費の抑制に努

め、経営基盤の強化に取り組んでまいりました。

製品別の売上状況につきましては、食パン部門は、主力の「絹艶」が好調に推移するとともに、リニューアル製

品の「イギリス食パン」や新製品のバラエティブレッド「ムーブラン」の寄与もありましたが、前期の内食需要増

加の反動と低価格帯食パンの伸び悩みもあり、前年同期の売上を下回りました。菓子パン部門は、既存・定番品の

菓子パン類やロール類が伸び悩み前年同期の売上を下回りましたが、主力の「北の国のベーカリー」シリーズや

ハードロール系高付加価値製品の「北海道をしっかり香ばしく」シリーズへの新製品投入により品揃えを強化して

積極的な拡販を図り、売上の確保に努めました。和菓子部門は、「十勝金時豆ふかし」等の蒸しパン類が堅調に推

移したことに加え、ラインアップを充実させた「スイーツ大福」の寄与もあり、前年同期の売上を上回りました。

洋菓子部門は、「ホイップサンドドーナツ」やクレープ、シフォンケーキ等のチルドデザート類が伸長するととも

に、「クラフトベイク」シリーズ等のスナックケーキ類が寄与したこともあり、前年同期の売上を上回りました。

調理パン・米飯部門は、主力の「絹艶サンド」、具材をたっぷり入れた食べ応えのある「具だくさんおにぎり」等

のおにぎり類や寿司類を積極的に拡販し、前年同期の売上を上回りました。

以上の結果、当第３四半期累計期間の業績につきましては、売上高は12,932百万円(対前期比100.9％)、営業利益

は261百万円(対前期比96.7％)、経常利益は266百万円(対前期比97.7％)、四半期純利益は180百万円(対前期比

92.2％)となりました。
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　(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の運転資金需要のうち主なものは、製品製造のための原料費、労務費、経費のほか、販売費及び一般管理費

等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備新設、改修等によるものであります。

当社は事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。短期運転資金

は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につきましては、金融

機関からの長期借入を基本としております。

なお、当第３四半期会計期間末における借入金の残高は3,507百万円となっております。また、当第３四半期会

計期間末における現金及び現金同等物の残高は2,205百万円となっております。

 

　(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は113百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,400,000

計 8,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,103,948 2,103,948 札幌証券取引所
単元株式数は100株であ
ります。

計 2,103,948 2,103,948 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

― 2,103,948 ― 1,051,974 ― ―
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

10,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,793 同上
2,079,300

単元未満株式
普通株式

― 同上
14,048

発行済株式総数 2,103,948 ― ―

総株主の議決権 ― 20,793 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式79株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日糧製パン㈱

札幌市豊平区月寒東
　　　　 １条18－５－１

10,600 ― 10,600 0.50

計 ― 10,600 ― 10,600 0.50
 

 

２ 【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2021年10月１日から2021年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法

人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,296,168 2,205,951

  受取手形及び売掛金 2,093,963 2,543,797

  商品及び製品 44,763 14,543

  仕掛品 25,832 31,230

  原材料及び貯蔵品 206,946 310,526

  その他 72,148 68,097

  貸倒引当金 △178 △163

  流動資産合計 4,739,644 5,173,984

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 2,448,082 2,424,022

   機械及び装置（純額） 1,534,923 1,438,936

   土地 4,662,405 4,662,405

   その他（純額） 238,351 236,436

   有形固定資産合計 8,883,762 8,761,801

  無形固定資産   

   その他 74,619 68,875

   無形固定資産合計 74,619 68,875

  投資その他の資産   

   投資有価証券 597,160 571,282

   投資不動産（純額） 47,765 46,800

   繰延税金資産 128,263 99,528

   その他 12,852 13,236

   貸倒引当金 △194 △194

   投資その他の資産合計 785,848 730,653

  固定資産合計 9,744,229 9,561,329

 資産合計 14,483,874 14,735,314
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,028,165 2,163,844

  短期借入金 750,000 750,000

  1年内返済予定の長期借入金 876,036 864,040

  未払法人税等 37,809 33,521

  賞与引当金 180,519 94,488

  その他 1,040,158 1,178,630

  流動負債合計 4,912,688 5,084,524

 固定負債   

  長期借入金 1,935,776 1,893,000

  再評価に係る繰延税金負債 1,190,579 1,190,579

  退職給付引当金 1,568,213 1,558,759

  役員退職慰労引当金 72,195 80,998

  その他 6,320 6,790

  固定負債合計 4,773,084 4,730,126

 負債合計 9,685,773 9,814,650

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,051,974 1,051,974

  利益剰余金 773,922 923,086

  自己株式 △14,451 △14,912

  株主資本合計 1,811,444 1,960,148

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 292,316 266,174

  土地再評価差額金 2,694,340 2,694,340

  評価・換算差額等合計 2,986,656 2,960,515

 純資産合計 4,798,101 4,920,663

負債純資産合計 14,483,874 14,735,314
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 12,812,159 12,932,503

売上原価 9,211,203 9,290,893

売上総利益 3,600,956 3,641,610

販売費及び一般管理費   

 販売費 2,741,059 2,769,470

 一般管理費 589,985 611,126

 販売費及び一般管理費合計 3,331,045 3,380,596

営業利益 269,911 261,013

営業外収益   

 受取利息 9 9

 受取配当金 12,188 14,101

 受取賃貸料 6,747 6,558

 受取保険金 3,555 458

 その他 3,567 5,907

 営業外収益合計 26,068 27,035

営業外費用   

 支払利息 23,362 21,584

 その他 0 0

 営業外費用合計 23,363 21,584

経常利益 272,616 266,465

特別利益   

 固定資産売却益 415 2,616

 投資有価証券売却益 18,574 -

 補助金収入 4,399 -

 子会社清算益 6,286 -

 特別利益合計 29,676 2,616

特別損失   

 固定資産売却損 - 547

 固定資産除却損 10,055 8,967

 減損損失 24 -

 子会社清算損 1,475 -

 特別損失合計 11,554 9,515

税引前四半期純利益 290,737 259,566

法人税等 95,000 79,000

四半期純利益 195,737 180,566
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。　

 

(会計方針の変更等)
 

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を第１四半期会計期間の期首から適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転さ

れる時までの間の一時点、すなわち出荷(一部着荷)の時点で、当該商品又は製品と交換に受け取ると見込まれる金

額で収益を認識することとしております。これにより、従来は販売費に計上しておりましたセンターフィー、オン

ライン処理料、協賛金等の一部を売上高から控除しております。当該会計方針の変更は、原則として遡及適用さ

れ、前年四半期及び前事業年度については遡及適用後の四半期財務諸表及び財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期累計期間の売上高及び販売費がそれぞれ266,041千円減少し

ております。なお、前事業年度の期首の純資産に反映された累積的影響額はありません。

 
(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計

基準第10号　2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

該当事項はありません。

 
(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。　

 

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。　

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 402,379千円 378,633千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 31,405 15.00 2020年３月31日 2020年６月29日
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 31,401 15.00 2021年３月31日 2021年６月30日
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

前第３四半期累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

関連会社がないため、記載しておりません。

 

当第３四半期累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

関連会社がないため、記載しておりません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ．前第３四半期累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ．当第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第３四半期累計期間（自　2020年４月１日 至　2020年12月31日）

(単位：千円)

 食パン 菓子パン 和菓子 洋菓子
調理パン・
米飯類

その他 合計

外部顧客への売上高 2,105,368 4,428,694 2,436,044 874,981 2,756,930 210,139 12,812,159
 

 
当第３四半期累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年12月31日）

(単位：千円)

 食パン 菓子パン 和菓子 洋菓子
調理パン・
米飯類

その他 合計

外部顧客への売上高 2,015,792 4,344,837 2,490,529 960,293 2,803,672 317,377 12,932,503
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 93円49銭 86円26銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(千円) 195,737 180,566

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益(千円) 195,737 180,566

    普通株式の期中平均株式数(株) 2,093,624 2,093,308

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― ―
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月７日

日糧製パン株式会社

取締役会  御中

監査法人ハイビスカス

　札幌事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 堀　　　　　俊　　介 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　塚　　克　　幸 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日糧製パン株式

会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第88期事業年度の第３四半期会計期間(2021年10月１日から2021年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日糧製パン株式会社の2021年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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